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1. はじめに 

多くの計量器では、測定対象量の連続的な測定が可能である。一方、その測定に用いる計量

器は、有限な数の校正点で校正されることが一般的である。このため、これらの校正点以外でそ

の計量器を用いて測定するときは、これらの校正結果から内挿される測定点における測定の不

確かさの評価が必要となる。 

このガイドは、JCSS 認定・登録事業者が、計量器（参照標準を含む。）の校正結果を元に内挿

を行い、連続的な測定対象量の測定の不確かさを見積もるための初歩的な方法を例示し、もっ

て JCSS 校正結果の活用を促進することを目的とする。 

 

2. 適用範囲 

このガイドは、JCSS 認定・登録事業者が、ある測定対象量を連続的に測定することが可能な

計量器について、有限な数の校正点における校正結果を元に最小二乗法によって一次回帰式を

求め内挿を行う場合、及びメーカ等の外部機関からの情報に基づき内挿を行う場合の不確かさ

評価に適用する（注 1）。 

なお、このガイドの適用（活用）が想定される主なケースは次のとおりである。 

◆校正機関が、自ら校正した計量器について校正値の内挿を行うケース 

◆校正機関が、自ら導出したその内挿の結果を元に校正証明書を発行するケース 

◆認定機関の審査員が、校正機関の認定審査等において妥当性確認に活用するケース 

◆JCSS 等技術委員会分野別分科会において、個別の量の不確かさ見積もりガイドを検討する

際の参照文書又は当該ガイドが未作成の場合の時限的に使用する文書とするケース 

（注 1）個別の量ごとの指針、ガイド等がある場合には、これらを優先するものとする。また、個別

の計量器ごとに制約条件がある場合には、これを考慮する必要がある。例えば、計量器

の特性に起因する内挿校正式から導かれる値と実測値との差が有意なときは、ある校正

か所からの不確かさの影響を別途考慮することが必要である。 

 

3. 引用規格・文献 

(1) JIS Z 8103 (2019)：計測用語 

(2) ISO/IEC Guide 99（2007）：International vocabulary of metrology – Basic and general 

concepts and associated terms（VIM）（国際計量計測用語－基本及び一般概念並びに

関連用語（VIM）） 

(3) JCRP21：JCSS 登録及び認定の一般要求事項 

 

4. 用語及び定義 

このガイドで用いる用語及び定義は、3.引用規格による。用語「校正」及び「参照（測定）標準」

は、JIS Z 8103 でそれぞれ次のとおり定義されている（注 2）。 

401 校正（calibration） 

指定の条件下において、第一段階で、測定標準によって提供される不確かさを伴う量の値

とそれに対応する指示値との不確かさを伴う関係を確立し、第二段階で、この情報を用い

て指示値から測定結果を得るための関係を確立する操作。 

415 参照（測定）標準（reference standard） 
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ある組織又はある場所において、ある与えられた種類の量の他の測定標準を校正するた

めに指定された測定標準。 

（注 2）参照（測定）標準は、JCSS では『特定二次標準器』及び『常用参照標準』が該当する。 

 

5. 最小二乗法による一次回帰式の不確かさ 

5.1 一般 
内挿校正式は、その計量器の特性に応じた形の関数 xf を用いることとし、必要な数 Pn のパ

ラメーターを決定する。例えば、関数が一次式 baxxf であれば 2Pn （ただし、ゼロ点を

通るものと仮定すれば axxf となり 1Pn ）、二次式 cbxaxxf 2 であれば 3Pn 、正

弦関数 cbxaxf sin であれば 3Pn となる。この時、内挿式における自由度 は、校正

点数を n として Pnn となる（注 3）。 

この場合、自由度が小さければ信頼性の確保が難しく、内挿校正式の信頼区間の幅が大きく

なることは自明であるから、校正点は実用的な範囲で多く取ることが望ましい。また、計量器の特

性からある種の不確かさ要因を排除するような校正点の取り方はすべきでない。例えば、周期誤

差が想定される光波距離計で、変調波長の二分の一の整数倍ごとの校正データを用いれば、見

かけ上は小さな不確かさの内挿校正式が得られる。しかしすべての校正値がほとんど同じ位相

での測定となり、周期誤差という不確かさの要因をあらかじめ除いたデータとなっていることから、

ここから得られた内挿式とその不確かさを他の位相での測定に利用することは避けるべきである。 

以上のような考慮から、適切な校正データのセットが得られた場合、内挿に当たっては一般的

に最小二乗法が適用される。その結果として想定した関数 xf の各パラメーターを求めることが

でき、同時に、最小二乗法を適用した際の関数 xf の信頼区間の幅を求めることができ、内挿

校正式の不確かさを見積もることができる。 

（注 3）ある校正点において繰り返し測定を行った場合は、その繰り返し回数も n にカウントする。 
 

5.2 内挿校正式を一次回帰式で求める場合の不確かさ 
多くの計量器は、その指示値が測定すべき量と直線関係になるよう作製されており、内挿校正

式として一次回帰式（直線回帰式）を用いるケースは多い。この場合、まずこの計量器を標準器

により校正し一次回帰式を求める。次に、この計量器を用い測定を行う場合は、その一次回帰式

に従って測定値（計量器の指示値）を補正し、測定結果を算出する。つまり、この測定結果の算

出は、一次回帰による値の補正で逆推定 1) ,2), 3)と呼ばれる方法を用いることになる。具体的な数

値例を用いて解説する。 

 
例：ある計量器の校正 

フルスケールで 0（注 4）から 120 まで測定できる計量器があるとする。校正は、この計量器で

標準器（校正点：20, 40, 60, 80, 100）（注 5）を測定した時の読み値と標準器の値を比較することに

よって行う。また、この計量器の線形性は保たれているものとする。 

ここでは、標準器の校正の不確かさが無視できる場合、又は、各標準器の校正の不確かさ

が等しく、各標準器の間の相関係数が 1 の場合について解説する。 

（注 4）この事例では、一般的な解説とするため特定の「単位」は記載していない。通常、量の数値

とともに「単位」が表記されるべきである。 

（注 5）標準器とは、計量器を校正するための参照標準を示す（例：長さ校正で用いられるブロック

ゲージ、温度校正で用いられる白金抵抗温度計等）。 
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この校正を図示すると、図 1 のようになる。 

 
図 1：計量器の校正の模式図 

 

つまり、標準器の各校正点において、計量器の読み値を調べ、その結果から校正直線を求め

る。その後、何か測定したいもの（測定物）を計量器で、その値を読み取る。しかしその値は、校

正直線の y の値を得ることになる。その y の値から x の値を逆に求め、それを測定物の値として

得ることになる。 

この測定におけるモデル式は、測定物の値を 0x 、計量器の読み値を 0y とすると、一次回帰式

00
ˆˆ xy を変形した式 yxxy 00

ˆ の逆関数である、 

xyyx ˆ
0

0         ・・・・・・(1) 

を用いる（注 6）。ここで“^”は推定値を表す。 

（注 6）式 00
ˆˆ xy を用いると、 ˆ と ˆ の相関を考慮した不確かさ評価を行う必要があるが、

式 yxxy 00
ˆ を用いると、その相関を考慮する必要がない。この詳細は、参考 2

で述べている。 
 

また、ここでは x 軸の不確かさは存在しない、又は無視できるという前提で解説を進める。計量

器の校正のときに得られたデータ（標準器の値及び計量器の読み値）より ˆ , x , y を得て、式(1)

を用いて、計量器の読み値 0y を補正し、測定物の値 0x を得ることになる。このようなときの不確

かさ評価は、式(1)に不確かさの伝播則を適用し、 
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となる。ここで、 y のばらつきを、残差の分散 2
eˆ で、 

20        　40          60          80          100 　　　　　標準器の値

計量器の読み値

測定物を測定し
たときの読み値

測定物の値

回帰で求められた直線



JCG200S21 校正における測定不確かさの評価（内挿校正式） 6/11 

このファイルを複写したファイルや、このファイルから印刷した紙媒体は非管理文書です。 

2
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で推定すると、 )(2 yu 及び )ˆ(2u はそれぞれ、 
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である。なお、式(3)において自由度が 2n となるのは、一次回帰式の場合 2Pn となるためで

ある。 
)( 0

2 yu は、測定物を測定時の計量器の読み値のばらつきを示す分散である。測定物の値が

安定した状態で測っている限り、校正の際、標準器を測定したときの読み値のばらつきと同じで

あることが期待される。また、この読み値は l回の繰り返し測定値であるとすると )( 0
2 yu は、 
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となる。よって、式(2)に式(4)、式(5)及び式(6)を代入すると、 
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となる。 

x 軸の値（標準器の値）の不確かさが存在しない、又は無視できる場合は、式(7)により不確か

さが評価できるが、その不確かさが無視できない場合も存在する。通常は相関のある x 軸の値

（使用する標準器が同一の校正機関で校正されているため）を用いているため、式(1)の x の項に

不確かさの伝播則を当てはめた式、即ち、 
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を用いる。この式(8)によって逆推定の不確かさ評価を行う。 
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（参考 1）ここでは、各標準器の校正の不確かさが等しく )(xu であり、また各標準器の間の相関係

数が 1 の場合について解説しており、この場合、 )()( xuxu が成立する。 

 
なお、 )(xu は通常、計量器の校正に用いた標準器の不確かさを用いれば良い。また、状態が

安定したものを測るのではなく、測定の繰り返しごとに測定対象物が変化することに由来するば

らつきがあると考えられる場合には、式(6)の代わりに、繰り返し測定のデータから求めた 0y の分

散である 2
eˆ を用いた 

l
yu

2
e

0
2 ˆ

)(         ・・・・・・(9) 

を式(8)に代入すればよい。 

 

実際にデータで計算した事例を以下に示す。標準器を用いて計量器の校正を行ったときの

データが表 1 のとおりであったとする。 

 
表 1：計量器の校正データ 

標準器の値 被校正計量器の読み値 

20  20.001 

40  39.997 

60  60.007 

80  79.999 

 100 100.003 

まず、これらのデータを用いて直線回帰を行う。 

60
5
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220002
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計量器の校正に用いた標準器の拡張不確かさ（k=2）が 0.002 であったと仮定し、また、ある測

定物をこの計量器で 3 回測定した平均値が 75.426 であり、そのばらつきは 2
eˆ で代用可能であっ
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たと仮定すると、この測定物の不確かさは、これらを式(8)に代入し、 
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となる。拡張不確かさは、信頼の水準の区間に対応した包含係数を乗じて求める（注 7）。 

 

（注 7）逆推定で不確かさを評価する場合、計量器の読み取りポイントごとに不確かさは異なる。

また、有効自由度 effν も同様に読み取りポイントごとに異なる。しかし、実際の校正作業

において、ポイントごとの有効自由度 effν を計算するのは、非常に煩雑な作業となる。そ

こで、有効自由度 effν を一定値にするため、式(8)において 0y と y が同じ値のときの有効

自由度 effν を代表値として利用することは容認されるだろう。上記の例の場合、 
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となる。このときの有効自由度 effν は、GUM 付属書 G.6.4 の Welch-Satterthwaite の式から 
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となる。なお、 )( 0yu 及び )(yu の自由度は、 eˆ の自由度と等しいため両方 3 である。 

ただし、 0y について式(9)を用いた場合、 eˆ の自由度が )( 0yu の自由度となる。 

 

（参考 2）最小二乗法による一次回帰は、 x と y の間に直線関係が成立しているとき、 

xy       ・・・・・・（参考 2-1） 

と表すことができる。この と はそれぞれ、切片と傾きの真の値を表す。本来であれ

ばすべてのデータはこの直線上に乗るはずであるが、 y は測定の不完全さを持つため
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値がばらつく。そのため、 、 は完全に求められるものではなく、推定値を求められる

にすぎない。回帰によって推定される式は、 

xy ˆˆ       ・・・・・・（参考 2-2） 

となる。ここで、 ˆ と ˆ はそれぞれ、 と の推定値である。 

また、式（参考 2-2）で表された直線回帰式は、傾きと切片が相関を持つことから、入力

量を ix 、出力量を iy とすると、次式のように変形することにより、相関を考えることなく

不確かさを算出することができる。 

yxxy ii )(ˆ      ・・・・・・（参考 2-3） 

式（参考 2-3）では、式（参考 2-2）の x に変数変換を施し、 xxi としている。この場合

求める未知数が傾き ˆ と切片 ˆ ではなく、傾き ˆ と y となる。この式から求められる直

線は、傾き ˆ の値が変わろうと、必ず x と y の平均値（点 yx, ）を通るため、 y の値

に影響を与える事がない。よって、傾きと y の間には相関がない。 

 

6. 外部機関からの情報を利用する場合の不確かさ 

計量器メーカがその計量器の直線性などの性能をカタログ等で保証している場合、又は当該

計量器の優良な直線性を示すデータが別途入手可能な場合、校正の結果を当該データの確認

と位置づけることで、不確かさ評価が可能な場合もある。特に標準器が限られた数の離散的な値

しか提供できず、かつ、当該計量器の信頼性がその業界で共通認識といえるような場合において

は、特定の条件下でメーカ仕様等の性能から内挿式の不確かさを推定することが適切な場合も

ある（注 8）。 

この場合、計量器のある校正点の校正の標準不確かさを calu とし、メーカ仕様等から導かれた

内挿式の標準不確かさを fitu とすると、その合成標準不確かさは、 
2
fit

2
calc uuu         ・・・・・・（10） 

と推定することができる。 

（注 8）このような適用は個別の計量器に対する知見があらかじめ得られる場合に限られるので、

個別分野ごとに合意があることが望ましい。ある計量器が、事実上市場を独占していて、

かつ、その計量器が、メーカが保証する性能を有していることがよく知られている場合、そ

の計量器に対する知見は得られているとみなすこともできる。 

 

7. 外挿校正式の適用 

【留意事項】 

外挿校正式の適用は、第一義的には、それぞれの量ごとに適用の可否について、技術的

見地からその適切性を勘案の上、決定すべきものである。その適用の可否を検討する際

に、そもそも「一般論としてできないこと。」を唯一の理由として外挿を認めないことは避ける

べきである。一般論としては「条件付きで受け入れは可能」と考えるべきである。 

前節まで内挿校正式について述べてきたが、これと同じ手法で外挿校正式を得ることも可能で

ある。しかし、式(8)で示したように、実際に校正した値から離れたか所では不確かさの値が大きく

なり、実態より大きな不確かさになるケースも少なからずあるだろう。逆に、校正範囲を僅かに出
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た領域で急激に性能が劣化するケースも考えられる。このように外挿には不安定な要因がつきま

とうものの、計量器を校正範囲より僅かに外れたか所で使用することを禁じることは現実的では

なく、個別の分野ごとに合意されている場合には、外挿は受け入れ可能であることを考慮すべき

である。 
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